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I. はじめに 

 

 高レベル放射性廃棄物の最終処分について、特定放射性廃棄物の最終処分に関する法律

（平成十二年法律第百十七号；以下「最終処分法」という。）では、図 1のとおり、段階的

な調査を経て処分地を選定することが規定されている。最初の調査である文献調査は、関

心を示した市町村に対して、地域の地質に関する文献・データを調査分析して情報提供す

ることにより、事業について議論を深めていただくためのものである。令和 2 年 11 月 17

日より、北海道の寿都町及び神恵内村で文献調査が開始されており、地層処分の実施主体

である原子力発電環境整備機構（以下、NUMO）において、これら自治体の地質等に関する

文献・データを収集の上、そこから抽出した情報の読み解き（学術的理解）が進められて

いる。当該自治体における文献調査は我が国において初めてのものであり、具体的に調査

を進めることで初めて詳細かつ具体的な評価の考え方が見通せてきたことから、並行して

「文献調査段階の評価の考え方（案）」（以下「評価の考え方（案）」という。）が整理され

ている。この「評価の考え方（案）」は、図 2 に示すとおり、「最終処分法で定められた要

件に照らした評価」、「技術的観点からの検討」及び「経済社会的観点からの検討」で構成

される。 

この「評価の考え方（案）」について、総合資源エネルギー調査会 電力・ガス事業分科

会 原子力小委員会の下にある放射性廃棄物ＷＧ1及び地層処分技術ＷＧにおいて審議する

こととした。このうち地層処分技術ＷＧでは、第 21～24回会合において、NUMOが提案した

「評価の考え方（案）」のうち、図 2に示す「最終処分法で定められた要件に照らした評価」

及び「技術的観点からの検討」の部分について、技術的/専門的な観点から議論・評価を行

い、その内容が最終的に了承された。 

本とりまとめは、地層処分技術ＷＧにおいて了承された考え方、基準及び確認の仕方を

整理したものである。 

 

 

図 1 特定放射性廃棄物の最終処分地選定プロセス 

 

 
1 「ＷＧ」は「ワーキンググループ」の略である。 
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図 2 各ＷＧにおける文献調査段階の評価の考え方（案）の審議対象範囲 

 

  

地域固有の
文献・データ

（抽出・整理した情報）

（地震等の自然現象、
未固結堆積物、鉱物資源） 概要調査地区

の候補を検討

技術的観点からの検討

経済社会的観点からの検討

文献調査対象地区の地下の状況から、どの地層がより好ましいか等の検討

最終処分法で定められた要件に照らした評価

放射性廃棄物WG
地層処分技術WG

・地震等の自然現象による地層の著しい変動の記録がないこと
・将来にわたって、地震等の自然現象による地層の著しい変動
が生ずるおそれが少ないと見込まれること
・第四紀の未固結堆積物であるとの記録がないこと
・経済的に価値が高い鉱物資源の存在に関する記録がないこと

土地の利用制限等の検討

文献調査対象地区
から、明らかに適切で
ない場所を除外
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II. 最終処分法で定められた要件の具体化 

 

 ここでは、火山や活断層といった項目ごとの議論の前に、共通的な考え方を整理する。

段階的な処分地選定プロセスにおける文献調査の位置づけを説明した後に、最終処分法に

定められた要件の具体化の考え方を説明し、具体化する項目を設定する。さらに、文献・

データの収集の考え方について整理する。 

 

 

1. 処分地選定プロセスにおける段階的な調査 

 本節では、最終処分法に記載されている要件を確認するとともに、これまで検討されて

きた、概要調査へ進むための基準などの考え方などを整理する。 

 

1.1 段階的な処分地選定調査の概要と文献調査の位置づけ 

最終処分法において各段階の調査で定められている事項（以下、法定要件という）は表

1のとおりである。 

まず、広い範囲を調べて火山や活断層などを避け、その上で、地下の状況が適している

場所を選んでいく。段階的に、調査する範囲を絞り、より詳細な調査を行う。 

文献調査は、段階的な調査における最初の調査であり、地域固有のデータ等に基づき評

価していく法令上のプロセスとなっている。 

 

表 1 最終処分法で規定されている段階的な調査の概要 
 

文献調査 

（概要調査地区の選定） 

概要調査 

（精密調査地区の選定） 

精密調査 

（最終処分施設建設地の 

選定） 

調査の

概要 

⚫ 机上調査 

⚫ 既存の文献・データによる

調査 

⚫ 地上からの調査 

⚫ ボーリング調査 

⚫ 物理探査など 

⚫ 地下施設での調査・試験 

次段階

への 

要件の

概要 

概要調査地区選定のための 

要件：以下を避ける。 

⚫ 火山や活断層など 

⚫ 鉱物資源、未固結堆積物 

精密調査地区選定のための 

要件：以下を避ける。 

⚫ 火山や活断層など 

⚫ 坑道の掘削への支障 

⚫ 地下水の流れなどの 

著しい悪影響 

施設建設地選定のための要件：

以下の場所を選ぶ。 

⚫ 地層の性質が適している。 

⚫ 地下水やその流れが障害を

及ぼすおそれがない。 

条項 法第六条 

施行規則第五条及び第六条 

法第七条 法第八条 

 

 

1.2 最終処分法で定められた概要調査地区の選定（文献調査）の要件 

 最終処分法令では、下記のとおり要件が明記されている。 

 

＜最終処分法第六条（概要調査地区の選定）＞ 

２ 機構は、前項の規定により文献調査を行ったときは、その結果に基づき、経済産

業省令で定めるところにより、当該文献調査の対象となった地区（以下この項にお
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いて「文献調査対象地区」という。）のうち次の各号のいずれにも適合していると

認めるものの中から概要調査地区を選定しなければならない。 

一 当該文献調査対象地区において、地震等の自然現象2による地層の著しい変動の

記録がないこと。 

二 当該文献調査対象地区において、将来にわたって、地震等の自然現象による地層

の著しい変動が生ずるおそれが少ないと見込まれること。 

三 その他経済産業省令で定める事項 

 

＜最終処分施行規則第六条（概要調査地区の選定）＞ 

２ 法第六条第二項第三号の経済産業省令で定める事項は、次のとおりとする。 

一 当該概要調査地区として選定しようとする地区内の最終処分を行おうとする地

層が、第四紀の未固結堆積物であるとの記録がないこと。 

二 当該概要調査地区として選定しようとする地区内の最終処分を行おうとする地

層において、その掘採が経済的に価値が高い鉱物資源の存在に関する記録がな

いこと。 

 

1.3 概要調査へ進むための基準などについての過去の検討例 

 これまで、総合資源エネルギー調査会3及び原子力安全委員会4において行われた検討の結

果、概要調査へ進むための基準などについて、以下のように提言されている。 

 

A) 概要調査をするまでもなく、文献調査により明らかに処分地として不適切であると判

断できる基準とする。 

B) 概要調査以降の調査の結果をもとに判断することが適当と考えられるもの、工学的対

策や安全評価との関連において検討されるべきものは基準としない。 

C) 十分な評価が行えない場合は、概要調査以降の調査、評価にもとづき判断する。 

  

 

2. 最終処分法で定められた要件の具体化 

 前節において、最終処分法で定められた要件やこれまでに行われた検討結果を確認した

ことを受け、本節では今回実施した要件の具体化について述べる。 

 

  

 
2 同法第二条 10項において、「地震等の自然現象」は「地震、噴火、隆起、侵食その他の自然現象」と

定義されている。 
3 総合資源エネルギー調査会原子力部会高レベル放射性廃棄物処分専門委員会技術ワーキング・グルー

プ（2002）：「特定放射性廃棄物の最終処分に関する法律」における処分地選定プロセス及び技術ワー

キング・グループの当面の検討の進め方について（案）. 
4 原子力安全委員会（2002）：高レベル放射性廃棄物処分の概要調査地区選定段階において考慮すべき

環境要件について. 
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2.1 要件の具体化の考え方 

前節のとおり、最終処分法に定められた要件は、いずれも「記録がない」、「おそれが少

ない」こととなっている。しかしながら、技術的には、「地層の著しい変動」などの「記録

がない」、「おそれが少ない」ことを確認することは難しい。その一方で、「地層の著しい変

動」などの「記録がある」や「おそれが多い」ことが明らかなこと、可能性が高いことを

特定する方が、評価の確実性が高いと考えられる。このことから、前述した「概要調査地

区選定の要件」及び概要調査へ進むための基準などについての過去の検討例を基に、以下

の考え方で具体化することとした。 

 

① 地層の著しい変動などの「避けること」の「記録がある」、「おそれが多い」ことが

「明らか」又は「可能性が高い」と考えられることを避けることにより、「記録が

ない」、「おそれが少ない」ものを選択する。 

② 「明らかに不適切」と判断できるように、「避けること」をできるだけ具体化す

る。 

③ 「地層の著しい変動」は活断層、火山などの項目ごとに基準を設定する。 

④ これらの基準は、「～の痕跡がある」等、「将来、～となる」等が「明らか」又は 

「可能性が高い」場合に避ける、といった基準とする5。 

 

 以上の考え方について視覚的に整理したものを、図 3に示す。 

 

 
図 3 概要調査地区選定に関する要件の具体化の考え方 

 

 

⑤ 項目ごとの基準への適合性を確認する場所は、文献調査対象地区内の「最終処分を

行おうとする地層を含む地下の一定の範囲」とする。 

➢ 概要調査地区等（精密調査地区、最終処分施設建設地）は地下の地質環境を対象

として選定する。 

➢ 施行規則において、「最終処分を行おうとする地層」が用いられている。 

➢ 項目ごとの基準においては、項目に応じた表現とする。 

➢ 沿岸海底下も対象であり、陸域と同様に扱う。 

 

 

 
5 地層の著しい変動の発生要因と考えられるプレート運動の継続性から、過去に生じた事象の発生を今

後将来の一定期間外挿することには合理性がある。したがって、「～の痕跡がある」等は、同時に「将

来、～と想定される」等にも該当すると考える。 

いずれにも適合しているものの
中から概要調査地区を選定。

最終処分法
第六条第二項

一号：地層の著しい変動の記録
ない ある

少ない 多い二号：将来にわたって、地層の著
しい変動のおそれ

一号：第四紀の未固結堆積物の
記録

ない ある

二号：経済的に価値が高い鉱物
資源の記録

ない ある

一つでも該当するものがあれば避ける
（概要調査地区としない）。

「ある」「多い」ことが、「明らか」又は「可能性が高い」

施行規則
第六条第二項

「避けること」
ことが、「明らか」又は「可能性
が高い」場合、避ける。

⚫ 活断層

⚫ 火山

⚫ ・・・・・・・・・・・・

➢ ～の痕跡がある。
➢ 将来、～となる。

・・・・・

⚫ ・・・・・・・・・

「避けること」
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2.2 具体化の基となる資料 

要件の具体化に当たっては、以下の資料を参照する。 

 

① 「科学的特性マップ」策定時の考え方6のうち、事象や特性の基本的考え方 

② 原子力規制委員会の「考慮事項」7及びその背景情報 

③ その他の補足情報（火山や活断層などの事象や特性、文献・データの状況、調査方

法や調査の精度・限界など） 

 

 

2.3 最終処分法第六条第２項第二号にある「将来にわたって」の具体化について 

プレート運動に関連する断層運動や地殻変動は少なくとも数 10 万年から 100 万年程度

は同じ傾向で継続していることから、現時点では、将来 10万年程度であれば現在の運動の

傾向が継続する可能性は高いと考えられる。 

10万年程度の期間、地質環境が大きく変化する可能性が低い地域を選定し、その地域を

対象とした、10万年以降も含めた地質環境の変動幅を評価して、地層処分システム全体と

しての安全性を示すこととする。 

以上を考慮して、下記のとおり具体化する。 

 

概要調査地区の選定に当たって「地層の著しい変動」を考慮する将来の期間については、

「10万年程度」とする。 

 

 

2.4 最終処分法第六条第２項にある「地層の著しい変動」の具体化について 

最終処分法第六条第２項第一号及び第二号の要件について、「科学的特性マップ」策定時

の考え方、「考慮事項」などを基に、「地層の著しい変動」を「断層等」、「マグマの貫入と

噴出」、「地熱活動（非火山性を含む）」、「火山性熱水や深部流体の移動・流入」及び「侵食」

の 5項目に具体化して基準化を検討する。 

限られた情報で明確に判断できるよう、①「科学的特性マップ」策定時の考え方のうち、

事象や特性の基本的考え方、②「考慮事項」及びその背景情報、③その他の補足情報から、

対象となる事象を具体化する（図 4）。 

具体化した「対象となる事象」のそれぞれについて、上記①～③を用いて具体的な判断

事項を設定する。 

項目によって事象の特性や関連する文献情報の状況が異なることから、具体的な判断事

項及びそれに基づく基準は項目ごとに設定する。 

図 4 に示した項目のうち、「地熱活動（非火山性含む）」と「火山性熱水や深部流体の移

 
6 総合資源エネルギー調査会 電力・ガス事業分科会 原子力小委員会 地層処分技術ＷＧ（2017）：地層

処分に関する地域の科学的な特性の提示に係る要件・基準の検討結果（地層処分技術ＷＧとりまと

め）. 
7 原子力規制委員会（2022）：特定放射性廃棄物の最終処分における概要調査地区等の選定時に安全確

保上少なくとも考慮されるべき事項. 
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動・流入」については、これらが概要調査段階以降における工学的対策や安全評価に関連

すること、「III. 項目ごとの基準」の「2. マグマの貫入と噴出」の該当性から一定の評価

が可能なことを根拠に、これらを法定要件として具体化するのではなく、「IV. その他の評

価」の「3. 技術的観点からの検討」において、「好ましい地質環境特性」の観点から検討

する。 

 

 
図 4 「地層の著しい変動」に関する事象の具体化 

 

 

2.5 最終処分施行規則第六条第２項にある「第四紀の未固結堆積物」及び「鉱物資源」の

具体化について 

最終処分施行規則第六条第２項第一号の要件について、「科学的特性マップ」策定時の考

え方の「未固結堆積物」の考え方を基に、また、二号の要件については、「科学的特性マッ

プ」策定時の考え方の「鉱物資源」、「考慮事項」の「鉱物資源等の掘採」のうち鉱物資源

を基に基準化する。さらに、「考慮事項」の「鉱物資源等の掘採」のうち地熱資源について

は「III. その他の評価」として考慮する。 

限られた情報で明確に判断できるように、①「科学的特性マップ」策定時の考え方のう

ち、事象や特性の基本的考え方、②「考慮事項」及びその背景情報、③その他の補足情報

から、対象となる事象を具体化する（図 5）。 

具体化した「対象となる事象」のそれぞれについて、上記①～③を用いて具体的な判断

事項を設定する。 

項目によって事象の特性や関連する文献情報の状況が異なることから、具体的な判断事

項及びそれに基づく基準は項目ごとに設定する。 

 

処分深度に達する断層
のずれ及び断層のずれ
に伴う透水性の増加

断層等：断層運動や
地すべりによる変位

マグマの処分
場への貫入と
地表への噴出

火山現象：
噴火やマグマ
の貫入

地熱活動
（非火山性
を含む）

火山性熱水や
深部流体の移
動・流入

著しい隆起・侵食
に伴う処分場の地
表への著しい接近

侵食：侵食によ
る深度の減少

断層等 マグマの貫入と噴出 地熱活動
（非火山性を含む）

火山性熱水や深部
流体の移動・流入

侵食

最終処分法に定められた要件についての項目ごとの基準

「考慮事項」及び
その背景情報

「科学的特性マップ」策定時
の考え方のうち、事象や特
性の基本的考え方

その他の補足情報

～ ～
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図 5 「第四紀の未固結堆積物」及び「鉱物資源」に関する事象の具体化 

 

 

2.6 「避ける」基準への該当性の確認の仕方について 

 図 6 に示す、①「科学的特性マップ」策定時の考え方のうち、事象や特性の基本的考え

方、②原子力規制委員会の「考慮事項」及びその背景情報、及び③その他の補足情報、を

基に、「避ける」基準への該当性の確認の仕方を予め具体化しておく。 

 

 

図 6 「避ける」基準への確認の仕方の基となる情報 

 

 

2.6.1 地層の著しい変動 

中深度処分などの規制において、現地調査まで含めた調査・評価の方法がこれまでに整

備されていることから、それらを踏まえて具体化する。また、文献調査段階においても、

現地調査結果をまとめた既往の文献・データなどから詳しい状況が分かることがあるので、

適宜参照する。 

 

2.6.2 第四紀の未固結堆積物 

後段の概要調査段階で「岩石の性状」を現地調査し「坑道の掘削に支障がないこと」を

確認することになっている。一方で、文献調査対象地区の最終処分を行おうとする地層の

強度などの定量的情報は文献・データからほとんど得られないと考えられることから、文

献調査段階においては、定性的な基準とし、このような事情を踏まえた確認の仕方とする。 

 

2.6.3 鉱物資源 

 個別の鉱山ごとの記録により確認することを基本とするが、このような記録が公表され

未固結堆積物 鉱物資源

鉱物資源の掘採

第四紀の未固結堆積物 鉱物資源 地熱資源

地熱資源の掘採「考慮事項」及び
その背景情報

「科学的特性マップ」策定時
の考え方のうち、事象や特
性の基本的考え方

その他の補足情報

最終処分法に定められた要件についての
項目ごとの基準

最終処分法に定められた要件
の具体化とは別に考慮

～

～

「科学的特性マップ」策定時
の考え方のうち、事象や特性

の基本的考え方

⚫ 回避する必要がある
範囲、現象の考え方、
検討すべき対象

⚫「それぞれの時点で得られている情
報に基づき、適切に考慮」とされてい
ることから、中深度処分の規制資料
などから、現地調査まで含めた調査
・評価の方法を把握し、これらを踏
まえて基準化する。

原子力規制委員会の「考慮事項」及びその背景情報

⚫ 火山や活断層などの事象や特性、文献・デー
タの状況、調査方法や調査の精度・限界など
に関する、その他の補足情報も参照する。

⚫ 必要に応じて、項目ごとの基準の「避け
ること」や、基準適用の際の留意事項な
どへ反映する。

その他の補足情報
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ているものが多いとは言えないことに留意する。 

 

2.7 既往の文献・データでは十分な評価が行えない場合 

文献調査で十分な評価が行えない場合、仮に概要調査以降の調査を実施するとした際、

取得が望ましいと考えられる情報などを整理しておく。 

 地層の著しい変動に関しては、仮に概要調査を実施するとした場合の留意点については、

これまでに整備されている現地調査まで含めた調査・評価の方法のうち、既往の文献・デ

ータで確認できなかったものなどを参照する。 

 また、第四紀の未固結堆積物に関しては、不足していた情報は、最終処分法により概要

調査段階において実施することが定められている、「岩石の性状」などの現地調査と「坑道

の掘削に支障がないこと」の確認により解決できると考えられ、これが、仮に概要調査を

実施するとした場合の調査の方向性となる。 

鉱物資源に関しては、2.6.3に示すように、個別の鉱山ごとの記録は公表されているも

のが多いとは言えない。そのため、仮に概要調査を実施するとした場合、まず、このよう

な公表されていない個別の鉱山ごとの記録の調査について検討することが考えられる。 

 

 

3. 文献・データの収集の考え方 

評価に必要と考えられ、品質が確保され一般的に入手可能な文献・データを収集し、必

要な情報を抽出する。なお、評価に必要と考えられる文献・データを収集するにあたり、

最終処分法に定められた要件への適合性の確認においては 「記録がない」ことを求めてい

るものがあることから、可能な限り収集の見落としがないようにする。 

以上の考え方から、次のような文献・データを調査し、必要なものを収集し情報を抽出

する。 

 

① 国立研究開発法人産業技術総合研究所地質調査総合センターなどの公的な機関が公

表している地質図、地質データなど 

② 学術雑誌、学会や学会の委員会などが編集した書籍、原子力規制委員会審査資料な

ど 

✓ ①は全国規模の機関に加えて、地域の機関も対象とする。また、地域の図書館等の

みで入手できるものも対象とする。 

✓ ①②については、参考文献についても文献調査対象地区及びその周辺の地域に関す

るものを収集対象とする。 

 

情報を抽出しなかったものも含めて、内容を確認した文献・データを調査した範囲とし

て記録を残しておく。 

なお、文献調査報告書とりまとめまでに、評価に必要と考えられる新たな文献・データ

が確認された場合は、その情報を確認し、必要な場合は評価に反映する。さらに、文献調

査終了後に新たな文献・データが確認された場合は、それらを以降の段階における調査の

対象とする。 
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III. 項目ごとの基準 

 

 Ⅱ章で整理した考え方に基づき、火山や活断層といった、最終処分法で定められた要件

の項目ごとに、基準化の考え方、基準の基となる具体的な判断事項の抽出、避ける場所の

基準、基準への該当性の確認の仕方を説明する。 

 

 

1. 断層等 

1.1 具体的な判断事項の抽出 

 「科学的特性マップ」の「好ましくない範囲」など、「考慮事項」及び背景情報、その他

の補足情報から、具体的な判断事項を抽出する（図 7の赤太字部分）8。 

 

 

図 7 断層等における具体的な判断事項の抽出 

 

 

1.2 基準化の考え方 

断層等の回避には、ずれ（断層変位）による人工バリア損傷防止の観点と、断層及びそ

の周辺の地下水流動経路を通じた放射性物質の移動の促進等を防止する観点がある。後者

の観点は、概要調査以降の詳細な調査が必要であり、工学的対策（設計）、安全評価と関連

することから、文献調査段階では、避ける場所の基準として、前者の観点のみを考慮する

こととする。   

前者の観点から避ける場所の基準を策定するにあたって、断層とその周辺の構造を考え

る。震源として考慮する活断層及びその周辺に分布する永久変位が生じる断層について、

断層面を中心としてその周りに断層コアがあり、その外側にダメージゾーンがあるという

 
8 「記録がある」の確認は、「おそれが多いと見込まれる」の確認も兼ねる。 

④ 左記①及び
③の断層等以
外のものであっ
て規模が大きい
断層

② 左記①の活断
層の活動に伴い損
傷を受けた領域

① 後期更新世以降（約12
～13 万年前以降）の活動
が否定できない断層等のうち
震源として考慮する活断層

最近の地質時代において繰り
返し活動し、変位の規模の大
きい既知の断層がある場所

既知の破砕帯の幅等を
把握し、その影響範囲

③ 後期更新世以降
（約12～13 万年前以
降）の活動が否定でき
ない断層等のうち地震活
動に伴って永久変位が生
じる断層及び変位を及ぼ
す地すべり面

記録がある

おそれが多いと見込まれる

➢「考慮事項」及びその
背景情報

➢「科学的特性マップ」策
定時の考え方のうち、事象
や特性の基本的考え方

➢ その他の補足情報

「好ましくない範囲」

現象の考え方など

「考慮事項」

中深度処分の規制
基準などの背景情報

✓主な断層として、
地質図などで延長
10km以上の断層
を抽出した例がある。

破砕帯の幅として断層
長さの100分の1程度
(断層の両側合計)

✓断層コアは変位の
大半を賄う・・

既知の断層の分布等を
把握し、その影響範囲
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構造を図 8に示している。一方、「考慮事項」に示された、変位を及ぼす地すべり面につい

ては、震源として考慮する活断層及びその周辺に分布する永久変位が生じる断層とは異な

るものの、面に沿って粘土や角礫岩等（地すべり起源の破砕岩）が形成されるため、これ

を断層コア相当とする。これらのうち、明らかにずれの影響があると考えられるのは、断

層面と断層コアの部分である。 

「考慮事項」に示された、「規模が大きい断層」についても、断層コアの部分があると考

えられる。「規模が大きい」については、地表での分布長が概ね 10km 以上のものを網羅的

に抽出した文献9を参考に、「地表における延長がおおむね 10km以上」であることを目安と

する。 

 

 

図 8 断層及びその周辺の構造の概念図 

 

 

1.3 基準 

最終処分法第六条第２項の一号及び二号に対して、最終処分を行おうとする地層につい

て以下のいずれかに該当することが明らかまたは可能性が高い場所10を避ける。 

 

(ア) 後期更新世以降（約 12～13 万年前以降）の活動が否定できない震源として考慮す

る活断層の断層面11 

(イ) 後期更新世以降の活動が否定できない断層等のうち地震活動に伴って永久変位が生

じる断層の断層面 11及び変位を及ぼす地すべり面 

(ウ) 上記（ア）または（イ）以外の、地表における延長がおおむね 10km以上の断層の

断層面 11 

(エ) 上記（ア）～（ウ）の断層コアの部分 

 

 

  

 
9 小坂和夫, 金折裕司, 千木良雅弘, 吉田鎮男（2010）：日本の断層マップ, 培風館. 
10 最終処分を行おうとする地層と重なる場所。 
11 ずれ（断層変位）による人工バリア損傷防止の観点を明確にするために「断層面」としている。 



12 

 

1.4 確認の仕方 

 個々の断層などの検討対象について、基準の各部分をどのように確認するかについて示

す。 

 

1.4.1 震源として考慮する活断層、地震活動に伴って永久変位が生じる断層及び変位を及

ぼす地すべり面 

以下に示す審査ガイド12の説明や最近の知見を参考に、震源として考慮する活断層、地震

活動に伴って永久変位が生じる断層及び変位を及ぼす地すべり面に該当するかどうかを確

認する。 

基準では、震源として考慮する活断層及び、地震活動に伴って永久変位が生じる断層及

び変位を及ぼす地すべり面のいずれについても「避ける対象」としているため、必ずしも

それらを区別する必要はない。 

 

＜審査ガイドの説明＞ 

「震源として考慮する活断層」については、「地下深部の地震発生層から地表付近まで破

壊し、地震動による施設への影響を検討する必要があるもの」13とされている。 

「地震活動に伴って永久変位が生じる断層及び変位を及ぼす地すべり面」については以

下のような留意点が示されている。 

 

・ 地震活動に伴って永久変位が生じる断層及び支持地盤まで変位及び変形が及ぶ地す

べり面は、地震活動と同時に活動するとは限らない。 

・ 逆断層では、例えば、断層の変位に伴って、上盤側に局所的な引張場が形成され別の

正断層が形成される場合があること、当該断層とは傾斜が反対の別の逆断層（バック

スラスト）が形成される場合があること、これらの断層が活動して永久変位を起こす

ことがあることに留意する。 

・ 伏在逆断層によって生じた断層関連褶曲に伴って、断層等が活動して永久変位を起

こすことがあることに留意する。 

・ 横ずれ断層では、例えば着目する亀裂等が横ずれ断層に伴うフラワー構造の一部で

ある可能性に留意する。 

・ 地すべり面は、冠頂部で正断層、側方部で横ずれ断層、末端部で逆断層と似た様相を

呈することがある。 

 

 

1.4.2 最終処分を行おうとする地層について（ア）、（イ）、（ウ）、（エ）のいずれかに該

当 

最終処分を行おうとする地層において、断層等の分布の位置や幅が確認できる／確度の

高い推定ができる場合は、避ける場所とする。 

 
12 原子力規制委員会（2013）：敷地内及び敷地周辺の地質・地質構造調査に係る審査ガイド（2022年最

終改正）. 
13 鈴木康弘（2014）：活断層の定義および位置精度に関する留意点, 活断層研究, 41, pp. 11-18. 
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地表付近の情報のみに限られる場合など上記の検討が難しい場合には、「（ア）、（イ）、（ウ）、

（エ）に該当する断層等」の可能性を想定し、最終処分を行おうとする地層において避け

る位置については概要調査以降で確認するものとする。 

 

1.4.3 後期更新世以降（約 12～13万年前以降）の活動の可能性 

後期更新世以降の活動性が明確に判断できない場合には、中期更新世以降（約 40万年前

以降）まで遡って地形、地質・地質構造及び応力場等を総合的に検討した上で活動性を評

価する14。 

後期更新世以降の活動性評価には、この時代の段丘面や地層の変位・変形に注目する方

法が一般的である。中でも、酸素同位体ステージ 5eに対応づけられる中位段丘面や地層は

分布及び保存が良好であることから有効である 12。 

中期更新世以降の断層等の評価には、この時代の地形面や地層の変位・変形に注目する

ことが一般的である。中でも酸素同位体ステージ 7、9、11の温暖期（高海水準期）に対応

づけられる段丘面や地層の利用が有効である 12。 

 

1.4.4 断層コアの部分 

野外の露頭の観察、トレンチ調査結果やボーリングデータなどの文献・データによりこ

れらの領域を確認する。こういった文献・データがない場合は、概要調査以降で確認する

ものとする。地すべり面についてはその周辺の破砕部を断層コア相当とする。 

 

1.4.5 地表における延長がおおむね 10km以上の断層 

地表地質図などで延長がおおむね 10km 以上の断層を抽出する。抽出した断層について、

個別の文献などにより、存在の確実性や延長や「最終処分を行おうとする地層」部分への

分布などを確認する。 

 

 

2. マグマの貫入と噴出 

2.1 具体的な判断事項の抽出 

「科学的特性マップ」の「好ましくない範囲」など、「考慮事項」及び背景情報、その他

の補足情報から、具体的な判断事項を抽出する（図 9の赤太字部分）8。 

 

 

 
14 地層処分において安全確保上少なくとも考慮されるべき事項に関する検討（第 7回目）－考慮事項

の決定等－「別紙 2」. 
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図 9 マグマの貫入と噴出における具体的な判断事項の抽出 

 

 

2.2 基準 

 最終処分法第六条第２項の一号及び二号に対して、以下に該当することが明らかまたは

可能性が高い場所を避ける。 

 

(ア) マグマの貫入等15による人工バリアの破壊が生ずるような第四紀（現在から約 258

万年前まで）における火山活動に係る火道、岩脈、カルデラ等の履歴が存在する。 

 

同二号に対して、以下に該当することが明らかまたは可能性が高い場所を避ける。 

 

(イ) 第四紀に活動した火山の活動中心からおおむね 15キロメートル以内。 

(ウ) 第四紀に活動した火山が存在しない場所であっても、新たな火山が生じる。 

 

2.3 確認の仕方 

個々の火山などの検討対象について、基準の各部分をどのように確認するかについて示

す。 

 

2.3.1 第四紀の火山活動 

 地質図等の資料に記載される火山噴出物の年代測定データ及び層序等に基づいて、第四

紀火山及びその活動に伴う噴出物であることを確認する。 

 

2.3.2 マグマの貫入等による人工バリアの破壊が生ずるような第四紀（現在から約 258万

年前まで）における火山活動に係る火道、岩脈、カルデラ等の履歴 

 第四紀にマグマが噴出・貫入した場所や水蒸気噴火が生じた場所を直接的に示すものと

 
15 マグマの貫入を伴わない水蒸気噴火。 

②第四紀に活動した
火山の活動中心か
らおおむね15キロ
メートル以内の場所

①マグマの貫入による人
工バリアの破壊が生ずる
ような第四紀（現在から
約258万年前まで）に
おける火山活動に係る
火道、岩脈等の履歴が
存在する場所

個別の火山によるリスクは
それぞれ異なるものの、第
四紀火山から半径15km
以内

半径15kmを超える
場合についてのカルデ
ラ内

記録がある

おそれが多いと見込まれる

③第四紀に活動した火山が存在しない場所であっ
ても、新たな火山が生じる可能性のある場所。ここ
で、プレートの特性や運動と深い関係があるマグマ
の発生の傾向は今後10万年程度の間に大きく変
化することは想定し難いことを考慮した上で、新たな
火山が生じる可能性について検討すること。

➢ 「考慮事項」及び
その背景情報

➢ 「科学的特性マップ」策定時の
考え方のうち、事象や特性の

基本的考え方

➢ その他の補足情報

「好ましくない範囲」

現象の考え方など

「考慮事項」

中深度処分の規制
基準などの背景情報
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して、地質の観点から火道、貫入岩、岩脈、シル及びそれらを指すもの16、地形の観点から

カルデラ、火口及びそれらを指すもの17を対象とする。 

 

2.3.3 第四紀に活動した火山の活動中心 

文献・データ18に示された火道・火口等の情報に基づき、活動中心の位置を定める。活動

中心とする妥当性が十分に得られない場合は、概要調査段階以降に判断する。 

 

2.3.4 新たな火山の発生 

プレートの特性や運動と深い関係があるマグマの発生の傾向は今後 10 万年程度の間に

大きく変化することは想定し難いことを考慮した上で、火山の発生メカニズムに関する地

域性の観点から、現在マグマの発生条件が成立していることが否定できない場合、以下を

行う。 

文献調査対象地区下の地殻及びマントル最上部にメルトが存在する可能性を地球物理学

的、地球化学的な観測データ19を用いて評価する。 

将来、より深部から地殻にメルトが貫入する可能性については、「現時点においてマグマ

の発生条件の成立を否定できない地域について、新たな火山の発生の蓋然性を評価する場

合には、マントルウェッジの対流や沈み込む海洋プレートの特性等を加味した評価モデル

等の構築によって評価することが考えられるが、研究段階であり、現時点においては確立

された評価方法は見当たらない」20とされていることから、関連する情報21を整理しておく。 

 

 

3. 侵食 

3.1 具体的な判断事項の抽出 

 「科学的特性マップ」の「好ましくない範囲」など、「考慮事項」及び背景情報、その他

の補足情報から、具体的な判断事項を抽出する（図 10の赤太字部分）8。 

 

 
16 文献によって、岩床、フィダーダイク等と記載されている場合がある。 
17 文献によって、爆裂火口、火口列等と記載されている場合がある。 
18 科学的特性マップ（図の精度は縮尺 200万の 1程度）においては、第四紀火山の中心から 15kmの好

ましくない範囲を描画するにあたって、全国規模で利用可能な文献・データである「日本の火山（第 3

版）」および「日本の第四紀火山カタログ」の情報を用いて火山の中心を設定している。日本の火山

（第 3版） では、火山の中心の位置は示されておらず、「火山を代表する位置（最高標高点）が示さ

れ（中略）日本の第四紀火山カタログでは多くの火山について主火道の位置等の情報をもとに火山中

心の位置を評価・特定している」とされている。一方で、これらの文献に示されている火山の位置に

ついては、設定した根拠、理由などが必ずしも詳細には説明されていないため、文献調査においては

これらの文献に加えて、個別の研究論文等を調査し、火道・火口等の情報を詳細に評価するものとす

る。 
19 例えば、地殻熱流量、地震波速度構造、比抵抗構造、ヘリウム同位体比、低周波地震、地震波減衰

構造の観測データ。 
20 地層処分において安全確保上少なくとも考慮されるべき事項に関する検討（第 3回目）－火山の専

門家への意見聴取結果－令和 4年 5月 18日 原子力規制庁. 
21 例えば、マントルウェッジにおける脱水・溶融の数値シミュレーションや現在の高温域・流体分布

に係る不均質構造などが挙げられる。 
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図 10 侵食に関する具体的な判断事項 

 

 

3.2 基準 

最終処分法第六条第二項の一号及び二号に対して、以下に該当することが明らかまたは

可能性が高い場所22を避ける。 

 

(ア) 過去 10万年程度における最大侵食量が最終処分を行おうとする地層の深度23を超え

ている。 

 

同二号に対して、以下に該当することが明らかまたは可能性が高い場所 22を避ける。 

 

(イ) 侵食による深度の減少を考慮すると、10万年後程度において、最終処分を行おうと

する地層について、70ｍより更に深い深度24を確保できない。 

 

 

3.3 確認の仕方 

沿岸部や内陸部などの検討対象について、基準の各部分をどのように確認するかにつ

いて示す。 

 

 
22 （ア）または（イ）に該当する比較的浅い部分。それより深い部分は候補として残ることとなる。 
23 最終処分を行おうとする地層の深度は、地下施設の配置という工学的対策により対応可能な部分が

ある。 
24 「70mより更に深い深度」の具体化には、工学的対策（設計）や安全評価が関連すると考えられるこ

とから、文献調査段階では、「明らかに、又は可能性が高く」、更に深い深度が確保できない場所を避

けることとする。 

中深度処分より更に深い深度を確保すること。それぞれの時点で得られている情報に基づ
き、適切に考慮。この際、隆起・沈降及び気候変動による大陸氷床量の増減に起因する
海水準変動を考慮した侵食による深度の減少を考慮すること。

過去十万年にお
ける最大侵食量
が300mを超え
たことが明らかな
範囲

以下のような明らかに著しい侵食量が予想される場所
✓内陸の隆起性山地（目安として今後十万年内に隆起量が300mを超えると考えられる地
域）
✓隆起が顕著な沿岸部で、海水面低下量と合わせて大きな侵食量が見込まれる地域（目安と
して、隆起と海面低下に伴う侵食量が今後10 万年内に300mを超えると考えられる地域）

記録がある

おそれが多いと見込まれる

✓ 中深度処分の規制基準では、10万年後においても70m以上の深度を確保することを要求
している。

✓ 地層処分・・においても、隆起・侵食を考慮した上で一定の深度は維持する・・中深度処分
と同様・・

➢ 「考慮事項」及び
その背景情報

➢ 「科学的特性マップ」
策定時の考え方のうち、
事象や特性の基本的
考え方

➢ その他の補足情報

「好ましくない範囲」

現象の考え方など

「考慮事項」

中深度処分の規制
基準などの背景情報

※「処分深度が未定であるため、最も浅い深度300mに処分されると想定」とされていることから
「300m」は「最終処分を行おうとする地層の深度」とする。
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3.3.1 過去 10万年程度における最大侵食量 

地形場別に以下のように考える。 

・ 沿岸部：過去 10万年程度の期間の隆起量25 

・ 沿岸部の沖積低地:過去 10万年程度の期間の隆起量 25+沖積層の基底深度26 

・ 大陸棚：過去 10万年程度の期間の隆起量 25,27 

・ 内陸部：過去 10万年程度の隆起、削剥、侵食量 

 

 
図 11 侵食を考慮した処分深度確保のイメージ 

 

 

 
図 12 海水準変動に伴う侵食量と沖積層の基底深度 

 

 

3.3.2 10万年後程度における、侵食による深度の減少 

上表の変動量のうち、現在の地殻変動様式・応力場になったと考えられる時代における

変動量・変動速度に基づいて、将来 10万年後程度における侵食量を想定する。 

マスムーブメントの可能性がある場合は、それによる深度の減少を上記の深度の減少量

に加えることを検討する。 

 
25 隆起した分だけ侵食される（隆起量＝侵食量）という保守的な仮定に基づいて評価する。 
26 図 12参照。 
27 地層の累重様式から大陸棚が沈降していること、ないしは安定している（隆起と沈降が生じていな

い）ことが確認できない場合、安全側の評価とするため、隆起している大陸棚と仮定し、沿岸部にお

いて推定された隆起量を外挿する。 

10万年後程度現在

70mより
更に深い深
度を確保で
きるか？

過去10万年程度の侵食量は最終処
分を行おうとする地層の深度以下か？

最終処分を
行おうとする
地層の深度

「科学的特性マップ」の説明
資料（資源エネルギー
庁,2017）の図に加筆

概ね10万年を周期とした100m規模の海水準変動



18 

 

4. 第四紀の未固結堆積物 

4.1 具体的な判断事項の抽出 

最終処分施行規則第六条第２項、「科学的特性マップ」の「好ましくない範囲」などから、

具体的な判断事項を抽出する（図 13の赤太字部分）。 

 

 

図 13 第四紀の未固結堆積物に関する具体的な判断事項 

 

 

4.2 基準 

最終処分施行規則第六条第２項第一号に対応して、最終処分を行おうとする地層が以下

に該当することが明らかまたは可能性が高い場所28を避ける。 

 

(ア) 第四紀の地層であり、 

かつ、 

(イ) 未固結ないし固結度の低い砂質土や礫質土ならびに火山灰、火山礫、軽石等からな

る火山噴出物等。 

 

 

4.3 確認の仕方 

個々の地層について、基準の各部分をどのように確認するかについて示す。 

 

4.3.1 最終処分を行おうとする地層が第四紀の地層であること 

 表 2に示す形成年代や分布の情報から、確認対象の地層の年代と深度を確認する。 

 

4.3.2 最終処分を行おうとする地層が、未固結ないし固結度の低い砂質土や礫質土ならび

に火山灰、火山礫、軽石等からなる火山噴出物等であること 

表 2 に示す地層の性状や物性の情報から、確認対象の地層が基準（イ）に該当するかを

確認する。ボーリング柱状図などは、直接的な情報であり、物性の観点からも観察されて

いる可能性があるため、得られればその情報を重視する。特に、岩相の記載が基準（イ）

 
28 （ア）かつ（イ）が最終処分を行おうとする地層と重なる部分。 

第四紀
堆積層

✓未固結ないし固結度の低い砂質
土や礫質土ならびに火山灰、火山
礫、軽石等からなる火山噴出物等

最終処分
を行おうと
する地層

第四紀

処分深度
未固結堆積物層

未固結堆積物

➢ 「科学的特性マップ」策定
時の考え方のうち、事象
や特性の基本的考え方

➢ その他の補足情報

「好ましくない範囲」

事象の考え方など
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に該当するかを確認する。 

 

表 2 地層の年代と深度の確認に用いる文献・データ及び情報 

確認に用いる文献・データ 確認に用いる情報 

地質図・地質データ 地層の性状、形成年代、分布 

ボーリングデータ（柱状図など） 地層の性状、物性 

物理探査データ 推定される地層の性状、形成年代 

 

 

4.3.3 定量的な評価について 

最終処分を行おうとする 300m 以深の岩盤強度に関する文献・データは少ないことから、

そのような定量的な評価は概要調査において、現地調査で岩石の性状を調べることにより、

「坑道の掘削に支障のない」ことを確認するとされていると考えられる。概要調査段階で

行う定量的評価はトンネルの地山評価方法、その中の基本的指標としては地山強度比が考

えられる。一方、文献調査では、定性的な情報であっても明らかに未固結であると考えら

れる堆積物を避けることが目的と考えられる。 

仮に、最終処分を行おうとする 300m以深の岩盤強度に関する文献・データの情報があっ

た場合は、明らかに「未固結」かどうかを判断するものとする。その場合、概要調査段階

で行う定量的評価を想定して、最も等級が低い地山分類の地山強度比よりも明らかにに小

さいことなどを目安とすることが考えられる。 

 

 

5. 鉱物資源 

5.1 前提条件 

 「鉱物資源」に関する基準は、偶発的な人間侵入（掘削により、掘削者が放射性廃棄物

に接近するおそれ、生活環境に放射性物質が放出されるおそれ）の可能性をできるだけ低

減させることを目的としている29。 

対象とする「鉱物資源」は、鉱業法第三条第１項に規定されているものとする。したが

って、石炭、石油、可燃性天然ガスなどの燃料鉱物も含まれる。 

最終処分施行規則第六条第２項第二号に記載されている「掘採が経済的に価値が高い」

については、現在の経済的価値に基づくものとする。 

 

5.2 具体的な判断事項の抽出 

最終処分法施行規則第六条第２項、「科学的特性マップ」の「好ましくない範囲」など、

「考慮事項」及び背景情報、その他の補足情報から、具体的な判断事項を抽出する（図 14

の赤太字部分）。 

 

 
29 最終処分施設、廃棄物埋設地ではなく、その周辺における掘削の影響については、施設の配置や地

下水流動評価といった、工学的対策、安全評価と関連することから、概要調査以降で考慮していく。 
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図 14 鉱物資源に関する具体的な判断事項 

 

 

5.3 基準 

最終処分施行規則第六条第２項第二号に対応して、最終処分を行おうとする地層が以下

に該当することが明らかまたは可能性が高い場所 28を避ける。 

 

(ア) 現在稼働中または近年稼働していた、鉱山の鉱床等（炭田、油田、ガス田含む）。 

または、 

(イ) 経済的、技術的に採掘できる可採埋蔵量などの鉱量等（炭量など含む）が、同様の

鉱種の現在稼働中または近年稼働していた鉱山の鉱床等（炭田、油田、ガス田含

む）と同等である。 

 

 

5.4 確認の仕方 

個々の鉱山などの検討対象について、基準の各部分をどのように確認するかについて示

す。 

 

5.4.1 現在稼働中または近年稼働していた、鉱山の鉱床等（炭田、油田、ガス田含む） 

「現在稼働中の鉱山の鉱床等」は鉱業権が設定され、休止していない鉱山の鉱床等とす

る。また、「近年稼働していた鉱山の鉱床等」は公的機関などの埋蔵鉱量調査時点30で稼働

していた鉱山の鉱床等とする31。 

 

5.4.2 経済的、技術的に採掘できる可採埋蔵量などの鉱量等（炭量など含む）32 

鉱業法施行規則第二十七条に係る施業案など、JIS に基づく鉱量評価が確認できる場合

 
30 最近の埋蔵鉱量統計としては、平成 21年度分、平成 16年度分がある。 
31 所管の各経済産業局で鉱業権の設定状況と稼働状態を確認。 
32 不明の場合は、十分な評価が行えないとする。 

現在稼働中の鉱山あるいは
残存鉱量が大きな閉山鉱山
や未開発発見済み鉱床

✓経済的、技術的に採掘可能な
可採埋蔵量

資源利用のための掘削が行わ
れる可能性がある十分な量及
び品位の鉱物資源の鉱床

最終処分を行おうとする地層 掘採が経済的に価値が高い 存在に関する記録

存在を示す記録が存在しないこと
➢ 「考慮事項」及びその背景情報

➢ 「科学的特性マップ」策定時の
考え方のうち、事象や特性の

基本的考え方

➢ その他の補足情報

「好ましくない範囲」

現象の考え方など

「考慮事項」

中深度処分の規制基準
などの背景情報

✓ 個別の鉱山ごとの記録・・公表さ
れているものが多いとは言えない。

✓ 公的研究機関が取りまとめた
データベース等を対象に調査✓ 事業許可時点において、「資

源利用の・・記録」が存在しな
いことを求めている。
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は、その鉱量等とする。JISに基づく鉱量評価が確認できない場合は、鉱物資源図の鉱床規

模評価結果など公的機関などがとりまとめたデータベース等の結果を鉱量等とする。 

最終処分を行おうとする地層に鉱物資源が存在するかどうかについては、鉱量等を計算

した区画などを以下のような資料から確認する。 

 

・ 日本産業規格（JIS）鉱量計算基準（M1001-1994）解説図 10に準ずる図面、坑道図な

ど（深度方向） 

・ 文献（ボーリング結果、深度方向の鉱床評価結果など） 

 

 

5.4.3 現在稼働中または近年稼働していた鉱山の鉱床等の鉱量等（比較の対象）33 

文献調査対象地区の評価対象鉱床等と同鉱種であって、同地区外で現在稼働中または近

年稼働していた鉱山の鉱床等と比較する。鉱業法施行規則第二十七条に係る施業案など、

JISに基づく鉱量評価が確認できる場合は、その鉱量等とする。確認できない場合は、公的

機関などがとりまとめた統計資料（埋蔵鉱量統計 30）や調査結果（埋蔵量に関する調査結

果に記載された可採埋蔵量）から設定する。 

 

  

 
33 存在しない場合、「経済的に価値が高いとは言えない」とする。 
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IV. その他の評価 

 

 ここでは「１．はじめに」で述べた「技術的観点からの検討」について説明するが、そ

の前に、最終処分法で定められた要件の具体化の対象としなかった項目を整理し、そのう

ち、「考慮事項」で要請されている地熱資源について基準化する。 

 

 

1. 最終処分法で定められた要件の具体化の対象としなかった項目 

1.1 地熱活動（非火山性を含む）、火山性熱水や深部流体の移動・流入 

「技術的観点からの検討」として、工学的対策や安全評価と関連することなどから、「避

ける」基準ではなく「好ましい地質環境特性」の観点から検討する（図 15）。 

 

1.2 「考慮事項」の「鉱物資源等の掘採」うち「地温勾配が著しく大きくないこと」 

地温勾配が著しく大きい場所は、「地熱資源」の有望地域と考えられる。地熱資源は、施

行規則第六条の「鉱物資源」に該当しないことから、「避ける」基準を別途設定する（図 15）。 

 

 

図 15 最終処分法で定められた要件の具体化の対象としなかった項目に対する検討 

 

 

2. 地熱資源 

2.1 基準 

以下に該当することが明らかまたは可能性が高い場所を避ける。 

 

(ア) 地温勾配（地下増温率）が 100℃/キロメートルを大きく超える記録が確認されて

いる。 

地熱活動
（非火山
性を含む）

地熱活動
（非火山性を含む）

「考慮事項」及び
その背景情報

「科学的特性マップ」策定
時の考え方のうち、事象や
特性の基本的考え方

その他の補足情報

火山性熱
水や深部
流体の移
動・流入

火山性熱水や深部
流体の移動・流入

～～

鉱物資源

十分な量及び品位の
鉱物資源

鉱物資源

地熱資源

地温勾配が著しく大きい

～

⚫ 「Ⅲ．その他の評価」の「３．技術的観
点からの検討」において、「好ましい地質
環境特性」の観点から検討する。

鉱物資源等の掘採

＜「地層の著しい変動」としての検討＞ ＜「資源」としての検討＞
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または、 

(イ) 周辺数キロメートルまでの範囲において発電の用に供する生産井が設置されてい

る。 

 

 

ただし、既存の文献・データから地温測定結果の情報が必ずしも得られるわけではない

こと、地温勾配については、第二種廃棄物埋設の廃棄物埋設地に関する審査ガイド34におい

て「廃棄物埋設地が設置される地点で測定された地温勾配が 100℃/キロメートルを大きく

超えない」とされており、次段階以降の現地調査による確認も考えられていることに留意

する。 

 

2.2 確認の仕方 

検討対象の場所について、基準の各部分をどのように確認するかについて示す。 

 

2.2.1 地温勾配（地下増温率）が 100℃/キロメートルを大きく超える記録 

坑井データを調べる。坑井データがない場合は文献35などを参照するが、測定点以外の場

所は推定であること、概要調査以降では「記録」に限らず、現地調査による確認も考えら

れていることを踏まえて、判断する。 

 

2.2.2 周辺数キロメートルまでの範囲において発電の用に供する生産井 

周辺 10km内の、稼働している地熱発電所の位置を資料36などで確認する。 

 

 

3. 技術的観点からの検討 

3.1 考え方 

段階的な処分地選定調査の考え方や、「科学的特性マップ」策定時の考え方のうちの事象

や特性の基本的考え方に立脚して、下記のとおり技術的観点からの検討の考え方を整理し

た。 

 

① 最終処分法に定められた要件への適合性の確認と同様に、技術的観点からの検討に

ついても、地下の地質環境を対象として概要調査地区の候補を選定するために実施

する。 

② 最終処分法に定められた要件への適合性以外の技術的な観点から、最終処分を行お

うとする地層（地下施設設置場所）として適切ではない場所の回避やより好ましい場

所の選択について検討する。 

 
34 原子力規制委員会（2021）：第二種廃棄物埋設の廃棄物埋設地に関する審査ガイド（2022年最終改

正）. 
35 村岡洋文, 阪口圭一, 玉生志郎, 佐々木宗建, 茂野博, 水垣桂子, 駒澤正夫（2009）：全国地熱ポテ

ンシャルマップ, 産業技術総合研究所地質調査総合センター. 
36 火力原子力発電技術協会（2020）：地熱発電の現状と動向. 
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③ 技術的な観点は、地層の著しい変動などの回避の次に重要となり、概要調査や精密調

査においても調査事項とされている、放射性物質の閉じ込め機能に関して検討する。

その上で、掘削や施設収容性などの観点からの地下施設の建設可能性に関しても検

討する。 

④ このような観点から、地層や岩体、断層などの分布といった地下の状況、地層処分へ

の適性の観点からの地質環境特性を取りまとめ、地下施設設置場所としてのおおよ

その適性を把握する。検討の目的から、最終処分を行おうとする地層だけでなく上部

を含めた周辺の地層も評価の対象とし、閉じ込め機能に関する特性についてはその

継続期間も考慮する。 

⑤ 既往の文献・データでは、地層や岩体、断層などの分布といった地下の状況について

は一定程度把握することが可能であるが、地層処分への適性の観点からの地質環境

特性については文献調査対象地区の情報は限られていることから、周辺や同様の岩

種について得られている特性を用いて推定する。 

⑥ その上で、「科学的特性マップ」の策定時の考え方のうち「好ましい地質環境特性」

や、これまでに設計や安全評価が実施されているモデルの地質環境特性と比較する。 

 

3.2 地層や岩体、断層などの分布といった地下の状況のとりまとめ 

文献調査対象地区の地質・地質構造について、地表地質図・主要な断面における地質断

面図・地質層序表・地史のような図表及びその説明書を作成する。その際には、収集した

文献・データ（公的機関が発行した地質図幅及びその説明書や個別の研究論文など）から

得られた情報を総合的に評価して作成する。なお、既往の文献・データから得られる情報

には限界があるため、「主要な断面における地質断面図」など作成できるものに限界がある

こと、不確実性が残ることに留意する。 

 

3.3 「科学的特性マップ」策定時の考え方のうち好ましい地質環境特性 

3.3.1 埋設後長期安全性の観点 

地下深部を取り巻く地質環境として、熱環境、力学場、水理場、化学場がある。好まし

い地質環境特性は表 3 の左列のようにまとめられている。また、わが国の地質環境に広く

認められる特性が同表右列のように整理されている。 

表 3に示したいずれの場に対しても、閉じ込め性能が大幅に向上するなど、「好ましい地

質環境特性」を判断するための明確な基準を設定することは難しいとしている 6。一方で、

必ずしも明確ではないものの、定量的な目安が示されている例があることも認識する必要

がある。 

 

3.3.2 地下施設の建設・操業時の安全性の観点 

安全性に関する懸念事象として、「未固結堆積物」「地熱・温泉」「膨張性地山」「山はね」

「泥火山」「湧水」「有害ガス」が挙げられる 6。しかしながら、これらの多くは全国一律の

明確な基準の設定が難しく、個別地点ごとに対応・判断することが適当（「好ましい範囲」

の設定が困難）と考えられる 6。 
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一方、未固結堆積物（岩盤強度）、地熱・温泉（地温）については、「好ましい範囲」とし

て以下の２点を示している。 

 

① 未固結堆積物（岩盤強度）：処分深度において地山強度比が 2以上の地層が分布して

いる範囲37 

② 地熱・温泉（地温）：処分深度で 45℃以下を確保できる範囲38 

 

 

表 3 わが国の地下深部に広く認められる好ましい地質環境特性39 

地質環境に求められる要件 地質環境に広く認められる特性 

熱環境 地温が低いこと 
火山地域などの高温以上行きを除けば，地温勾配は 3～

5℃/100 m 程度 

水理場 地下水流動が緩慢であること 

地下深部では，動水勾配は 0.001～0.01 オーダー，透水

係数は 10-12～10-6 m/s オーダーで深度とともに減少し，

低透水係数の岩盤に伴って大きな動水勾配が発生 

力学場 岩盤の変形が小さいこと 

地下深部では，岩盤の圧縮強度および弾性率が大き

く，長期的なクリープ変形量は設計で対応可能な範囲

内 

化学場 

地下水は，高 pH あるいは低 pH ではな

いこと，酸化性雰囲気ではないこと，炭

酸化学種濃度が 0.5 mol/L 以上とならな

いこと 

地下深部では，地下水は，pH6～9 程度で還元性雰囲気

が維持され，炭酸化学種濃度は最大でも 0.1 mol/L 程度 

 

 

 

  

 
37 仮に岩盤の単位体積重量を 20kN/m3、深度を 300m～1,000mとした場合、必要な一軸圧縮強さは 12～

40MPa となる。 
38 労働安全衛生規則第六百十一条で定められる温度（37℃）を維持。工学的対策（換気設備）だけで

対応する場合、45℃程度であれば上記温度を保つことが可能。また、地下における作業において空調

設備等を用いる場合には、作業環境温度を更に下げることが可能である。 
39 原子力発電環境整備機構（2021）：包括的技術報告：わが国における安全な地層処分の実現－適切な

サイトの選定に向けたセーフティケースの構築－, NUMO-TR-20-03（本編 3.1.3項）. 
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V. おわりに 

  

NUMOが示した「文献調査段階の評価の考え方（案）（最終処分法で定められた要件に照ら

した評価及び技術的観点からの検討）」については、地層処分技術ＷＧで 4回にわたる審議

の結果、一部を修正した上で了承された。この審議の過程において、下記２点の留意事項

が示された。 

 

① 国は、とりまとめにあたって、わかりやすい表現を心がけること。 

② NUMO は、ＷＧで了承された基準と確認の仕方を実際の地点に適用し、住民の方々に

説明する場合、ＷＧにおける審議内容を考慮すること。 

 

今後、放射性廃棄物ＷＧにおいて審議されている「経済社会的観点からの検討」とあわ

せて、「文献調査段階の評価の考え方」をとりまとめていく。 
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（添付資料－１）地層処分技術ＷＧ（第 21～24回）委員名簿 

 

委員長 

◇德永 朋祥 東京大学大学院新領域創成科学研究科教授 

（放射性廃棄物ＷＧ委員） 

 

委 員 

◇長田 昌彦 埼玉大学大学院理工学研究科教授 

（日本応用地質学会推薦） 

◇下司 信夫40 産業技術総合研究所活断層・火山研究部門研究グループ長 

（日本火山学会推薦） 

◇小髙 猛司 名城大学理工学部社会基盤デザイン工学科教授 

（地盤工学会推薦） 

◇小峯 秀雄 早稲田大学理工学術院創造理工学部教授 

（土木学会推薦） 

◇竹内 真司 日本大学文理学部地球科学科教授 

（日本地下水学会推薦） 

◇遠田 晋次 40 東北大学災害科学国際研究所教授 

（日本地震学会紹介）  

◇長縄 成実 秋田大学大学院国際資源学研究科教授 

（石油技術協会推薦）  

◇新堀 雄一 東北大学大学院工学研究科量子エネルギー工学専攻教授 

（日本原子力学会推薦）  

◇野崎 達生 海洋研究開発機構海底資源センター主任研究員 

（資源地質学会推薦）  

◇長谷部 徳子 金沢大学環日本海域環境研究センター教授 

（放射性廃棄物ＷＧ委員） 

◇山崎 晴雄 東京都立大学名誉教授 

（前放射性廃棄物ＷＧ・地層処分技術ＷＧ委員） 

◇山元 孝広 産業技術総合研究所活断層・火山研究部門招聘研究員 

（日本地質学会推薦） 

◇吉田 英一 名古屋大学博物館教授/館長 

（放射性廃棄物ＷＧ委員） 

 

  

 
40 第 22回より参加。 
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（添付資料－２）地層処分技術ＷＧ会合経緯 

 

○第 21回（令和 4年 11月 29日） 

（議題） 

1. 文献調査段階における評価の考え方について 

 

（配付資料） 

資料 1. 「総合資源エネルギー調査会 電力・ガス事業分科会 原子力小委員会 地層処分

技術ＷＧの再開について」（資源エネルギー庁提出資料） 

資料 2. 「議事の運営について（案）」（資源エネルギー庁） 

資料 3. 「最終処分政策と地層処分技術ＷＧについて」（資源エネルギー庁） 

資料 4. 「寿都町・神恵内村の文献調査の現状」（原子力発電環境整備機構） 

資料 5. 「文献調査段階の評価の考え方（案）その１」（原子力発電環境整備機構） 

参考資料 1. 「寿都町・神恵内村の文献調査で収集し情報を抽出した文献・データの 

リスト」（原子力発電環境整備機構） 

参考資料 2. 「地層処分に関する地域の科学的な特性の提示に係る要件・基準の検討 

結果（地層処分技術ＷＧとりまとめ）」（資源エネルギー庁） 

参考資料 3. 「特定放射性廃棄物の最終処分における概要調査地区等の選定時に安全 

確保上少なくとも考慮されるべき事項」（原子力規制委員会） 

 

○第 22回（令和 5年 1月 24日） 

（議題） 

1. 文献調査段階における評価の考え方について 

 

（配付資料） 

資料 1. 「文献調査段階の評価の考え方（案）」（原子力発電環境整備機構） 

資料 2. 「委員からの提出意見 地層処分技術 WG第 22回会合資料へのコメント」 

（小峯委員） 

 

○第 23回（令和 5年 3月 14日） 

（議題） 

1. 文献調査段階における評価の考え方について 

 

（配付資料） 

資料 1. 「文献調査段階の評価の考え方（案）」（原子力発電環境整備機構） 

資料 2. 「委員からの提出意見 地層処分技術 WG第 23回会合資料へのコメント」 

（下司委員） 

資料 3. 「委員からの提出意見 地層処分技術 WG第 23回会合資料へのコメント」 

（新堀委員） 
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○第 24回（令和 5年 4月 28日） 

（議題） 

1. 文献調査段階における評価の考え方について 

 

（配付資料） 

資料 1. 「文献調査段階の評価の考え方（案）」（原子力発電環境整備機構） 

資料 2. 「「文献調査段階の評価の考え方（案）」の評価（案）」（資源エネルギー庁） 

資料 3. 「委員からの提出意見 地層処分技術 WG第 24回会合資料へのコメント」 

（野崎委員） 

 

 


